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東海林 滋
I はじめに
私は，さきに本論集に発表した論文「現代海運における船籍制度とその運
用ー一現象，本質および歴史的意義一ー」の最後をしめくくるのに際し，な
お念頭にかかる 3つの問題を掲げたが，そのうちの第2の問題が，ここで取
り上げる「船舶管理市場」の問題であった1)。 その意味で，本稿は，前稿に
つぐ私の関心事の一応の整理を目的としている。
これに，上記のような副題を付したのは，本稿をもって，平成2年度学部
共同研究費の受給に伴う研究成果の報告の一部に当てんがためである。この
共同研究のテーマは， 「貿易および海運活動の国際化」となっている。一般
に「海運活動」という場合は，主として船舶の運航すなわち貨物ないしは旅
客の運送市場を対象とするものと考えられるであろう。その意味では，船舶
管理市場は多少領域がずれている感じがしないでもない。なぜなら，この方
は，船舶の所有と管理すなわち船舶の手当市場に属するからである。
たしかに，船舶管理市場は，後述するように，船籍 CM舶の国籍）制度の
変化を主要な要因の 1つとして，最近明らかになりつつある海運産業内部の
構造的変化を象徴するものといえる。その点，上記のような異和感はもっと
1)東海林〔9〕187ペー ジ，注63を参照。
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もではある。 しかし， 私が同じ前稿の中で強調したように2)' 海運におい
て，運航市場の問題と手当市場の問題は，決して各個に分離独立しているの
ではなく，相互に関連して表裏一体の関係にある。簡単にいえば，運航市場
において競争に生き残るためには．，手当市場においても他に劣らぬ工夫が求
められるのであって．そうした企業の要請が集合した結果，新しい市場とし
て管理市場が生まれてきたのである。
いま 1つの「国際化」についても付言しておきたい。なぜなら，海運の活
動が，少なくとも近世以降においては，当初から国際的な性格をもっている
ことは，いわずもがなのことだからである。商品の運送のみでなく，外国船
の用船なども，まさしく国際的な取引として，戦前から日常的に行われてき
たことである。しかし，一般にもいわれるように，最近における経済の国際
化は，カネ・モノの国際化にとどまらず，ヒトの国際化に広がっているとこ
ろに特徴がある。ここで取り上げた船舶管理市場は，まさに，海運における
．．．．．．．． 
そうした「ヒトの国際化」を基本的要因として成立した，海運サービス生産
．．．．．．． 
の国際的組織化を目的とし，それを実現しつつある市場，といってよいであ
ろう。
このように考えて，私は，幸いに与えられた共同研究の機会を生かし，そ
の中で私のこれまでの関心事を発展させたいと思い，表題のようなテーマに
取り組んだのである。とはいうものの，この問題については，すでに多くの
人びとが研究を発表しておられる。それで，結局のところ，本稿の内実は，
そうした人びとの論考をサーベイし，その論点を私なりに整理して，主とし
て私自身の理解と確認に資すぺき，まさに「研究ノート」たるにとどまるの
である 3)。
2) 「同上」 151-54および190-91ペー ジ。
3)その意味で，本稿の表題は，正確には「船舶管理市場論について」とすべきもの
である。なお，本稿は， 日本海運経済学会関西部会 (1990年7月18日， 於神戸大
学）および同第24回研究報告会（同年10月15日，於流通科学大学）における同じ表
題の報告を下敷にしている。
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I[ 学界の研究動向と私の関心
1. 榎本氏による解説
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私の知る範囲で，日本で最初に船舶管理会社に言及されたのは，山岸寛氏
〔18〕である。そこでは，イギリス（とくにマン島）におけるオフショア登
録の実態と，それに伴って発達した同国の主要な船舶管理会社が紹介されて
いる。しかし，広く船舶管理業なるものの役割を概念的に理解するのには，
榎本喜三郎氏の文献〔2)が役に立つ。何といっても，そこでは，身近かな
日本の企業による便宜置籍船の利用形態に即して，新しく登場した「船舶管
理契約」がどのように用いられ，したがって，従来のこの種船舶の利用形態
とどの段階でどのように相違しているかが4), 適切に指摘されているからで
ある。（図 1を参照）
そこで，この図を見ながら一言でいえば， 船舶管理会社 (shipmanage-
ment company) というのは， 船舶所有者のために， その代理人として，
自己の名において，船舶所有者から委託（法的には委任）された船舶管理業
務を行うものであって，その委託契約が船舶管理契約であり，この契約によ
って船舶所有者と同管理業者との間に成立している市場が，本稿でいう船舶
管理市場である。
問題は，ここでいう船舶管理業務とは何か，であるが，この点は具体的な
個々の契約についていえば，その内容は千差万別といってよい。ただ，主た
る業務は，いわゆる船舶の管理である。それでは，船舶の管理 (shipman-
agement)とは何か。それは，すでに船舶手当市場云々で上述したように，
船舶の所有 (shipowning) とその運航 (shipoperation) の中間にあっ
て，裸の（船員の配乗されていない，修繕もされず，食糧や備品も積み込ま
れていない）船舶を運航可能な状態にする（また保つ）ことである。私は，
4)この変化が，その本質において何を意味するか。それが，後述するように，武城
正長氏のとくに注意を唆起しておられる問題である。
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図1 日本における便宜籍船の一般的登録・運航形態
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摘要： 1. Bは登録国であり，旗国である。 AAはリース契約のある場合のリース親
会社である（後記6参照）。
2. Bは通常一隻毎に設立するが， C,Dは数隻を一括取扱いスケール・メリ
ットを出す場合が多い。
3. dが省略され， Dが直接扱うこともある。 また資金を外部に出さぬため，
Cの業務を実際はAが行うケースがある。またCの代わりに bがBの代理
としてマネージメントを担当するケースもある。
4. 船員については B/D間で直接契約するケースがある。
5 .. AからBへ Timecharterageが支払われる。それが mortgageeへの支
払い（償却•…..返済・・・・・・金利分） 及び C,D(d)の船主事務経費， マネー
ジメント委託手数料等をカバーする。
6. リース会社が介入するときは Bの所在国にリース会社 AAの子会社 aa
が設立される (Aの所在国にあるリース会社 AAは表面に出ない）。船舶
登録（所有権登録）抵当権設定は aaによって行われる。この際 Basic
Agreementが A,AA, B, aa間で結ばれ，最終責任はAにあることを確
認する（これに商社の加わるケースもある）。
7. B/aa間に lease/purchase契約が結ばれる。 A/B間に代理店契約が結ば
れ， AはBの代理店として aa にリース料を支払う。 aaはこのうちから
返済部分と金利を差引き残りをBに支払う。 Bはこれから上記5の諸費用
を支払う。
8. この設例はごく一般的な仕組みを示したもので， 実務界ではケース・バイ
・ケースで便宜的にいろいろのバリエーションを組む。
9. この際 B/C間のマネージメント契約と C/D間のマンニング契約は非常
に重要である。 BIMCOは予てから Doc,:umentaryCommitteeにおいて，
Ship management agreementの標準吾式設定と取組んで来たが， 今回
1987-5-18~20の間アテネにて D.C. を開催し，上記統一書式を一応取
決めた上，総会においてこれを報告した。
10. manning部門について，複数国籍船員の国際準拠法選定は， 海事国際私
法上重要課題となろう。今後渉外的海事問題発生に際しては，その処理に
長い時間を要するであろうことが実務界では懸念されている。
（出所）榎本〔2〕59-60ペー ジ。
（補注）上記摘要の第9項に記されている Shipmanagement agreementの標準書
式は，その後1988年5月19日ウィーンで開催された BIMCO書式委員会で "SHIP・
MAN" として正式に採択され，同年8月の BIMCOBulle血で一般に公表され
た。萩原〔12〕を参照。ついでにいえば，摘要の第10項も，その後アメリカで現実
の重大問題となって，人びとの注目を集めている。
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ときにこれを「艤装」と呼ぶことがある。用語を混乱させることはよいこと
ではないが，管理というような，きわめて語義の広い用語よりは，船舶に直
結して理解しやすいのではないか，と考えるからである。
2. 「学会追注」の発表と萩原氏の教示および意見
そこで， いささか脱線するけれども， 私の「艤装」論を紹介しておきた
ぃ。実は， 1988年10月に東京商船大学で開催された日本海運経済学会のシン
ポジウム（テーマは「海運業の経営戦略」）において， 私が艤装を上記のよ
うな意味で用いていることが紹介され列 ちょっとした質疑になった。とい
うのは，通常海連や造船の業界では， 艤装というのは，「新造船の艤装」と
いうように，海運というよりはむしろ造船の領域で，新造船の最終工程を意
味する。たとえば，「広辞苑』 1981年，第2版増訂版によると，
「船体が完成してから，航海に必要な一切の装備を整えて就航に至るまでの工事の
総称，また，その装備」
とある 6)。 これに対して，私のいう艤装は，大体はそのような意味での艤
装が終わった後の段階で，海運業者の手で行われる業務を意味する。逆にい
うと，このような段階での管理業務を艤装と呼ぶことによって，管理の語の
もつ広さやあいまいさを限定し特定できると考えたのである。もし，艤装を
． ．．． 
用いないならば．「船舶管理業の機能（業務）は， いわゆる船舶の管理を主
とする」とでもいわねばならないであろう，と。しかし．それとても，結局
は，管理と同じように，この場合の艤装とは何かを改めて説明しなければな
らなかったのである。
もちろん，学会での弁明では意を尽さなかった。それで私は，後日 (1988
5)中西健一編「現代日本の交通産業』晃洋書房， 1984年， 第6章「外航海運」 193
-94ページおよび東海林〔8〕39ベー ジを参照。
6)この点，榎本喜三郎氏のご教示による。私の「学会後注」に対する返事 (1988.
!2.8付）。同氏は，この例を挙げて，わが国の海法学会における「艤装」の用法を
批判された。ただ，昨90年10月の前記学会における私の報告に際しては，海法学会
におけるこの用語の定着を（あきらめて）肯定されたようなコメントを頂いた。
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年11月30日付）「船主機能の一部としての『艤装j] について」 という一文を
草し，これを「学会追注」と名付けて，心当たりの主な学会員に送付した。
そして，その中で，上記のような私のいう艤装の概念を説明するとともに，
その根拠として，わが国の海法学者の用例を引用して示した。後者は，当然
ながら外国文献の邦語訳になるので，いきおい，艤装の外国語にまで言及し
た。要するに， ドイツ語の Reederei とか，フランス語の armementが
—海運の古い歴史に則って一一本来意味するところのもの， つまり艤装
が，私のいうそれであり，それは今日，多くの人が管理と呼んでいるものに
外ならない。そういうことを，そこで述べたのである”。
それに対して， 若干の人びとから， 返事を頂いたが（上記榎本氏の教示
は，その 1つである）， その中でも， とくに積極的に反応して頂いたのは，
萩原正彦氏である。同氏は，海法学者として，私の用語法に率直な理解を示
されるとともに，いくつかの点で貴重な教示を与えられた。その第1は，前
記のように BIMCOにおいて SHIPMANが制定され，近くご自分がその
邦訳と解説を発表する，ということ8)。 第2は，世界的に見て，とくにヨー
ロッパにおいて，船舶管理会社の出現は，海運業界における新しい構造変化
というべきものであって，この問題はぜひ，来たるべき1989年度の日本海運
7)今日， ドイツの船主協会は， Verband Deutscher Reeder (VDR) という。
Reederとは船舶所有者のことであるが，本来は艤装者（あるいは，もっと広く海
運業者）のことである。 Reedeというのは，沖合の停泊地（英語の roadに通ず
る）のことで，往時船舶は，出航前にそこで艤装を整えたからである。フランス船
主協会は， ComiteCentral des Armateurs de France (CCAF)で，これも購
装してこそ船主， であることを示唆している。ちなみに， イギリスは， General 
Council of British Shipping(GCBS), アメリカは以前 (1977?~87)は Council
of American-Flag Ship Operators (CASO), 1987年以降は UnitedShipowers 
of America (USA)である。 こうした各国用語の上に，船主機能の3分野一ー所
有と管理（艤装）と運航ーーがいみじくも表現されている， といえないであろう
か。 イギリスの場合は， いかにも漠然としていて， しかもすべてを包括している
（同じことが， managementについてもいえよう）。
8)萩原〔12〕の発表を予告されたのである。
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経済学会で取り上げられるべきであろう，ということ9)。 そして第 3は，ゎ
が国ではまだ船舶管理会社についての認識が乏しくて，多くの人は，いわゆ
る「日本型」のそれー一後述するように，親会社依存の，営業範囲の狭い管
理会社一~のみを考えているようであるが，現実には日本国内でも，狭い技
術的な管理（艤装）のみでなく，用船や運航にまで手を広げてやっている，
小規模ではあるが独立した管理会社のあることを知るべきである，というこ
とであった10¥
この最後の点は，次節において改めて取り上げたいと思う。私自身は，内
外業界の実態にうといので，そうした事実についての判断はつけにくいが，
上記の第2の点については， BIMCOの SHIPMANを通じて， 少なくと
も形式的に見て，船舶管理業なるものが企業経営として独立して存在し， し
たがって，船舶所有者との間に対等の契約を通じて，船舶管理サービスが売
買される市場一~船舶管理市場一ーが成立するに至っていることを知らさ
れ，これをもって，萩原氏のいわれるとおり，海運業界の内部における構造
的変化の現われと考えるようになったのである 11)0
3. 山岸・小川両氏の論文発表と武城氏の諸論文
山岸寛氏は，かねてから船籍制度の変化に注目し，多くの論文を発表して
9)この年のシンボジウムのテーマは， 「海運の構造転換」というのであったが，①
環太平洋海運問題と③海運業と国際物流が取り上げられた。その前年 (1988年）
の上記シンボジウムでは，山岸寛氏〔19〕と武城正長氏が報告の中で船舶管理会社
に触れられた程度であった。当時わが国では，いわゆる「緊急雇用対策 (87~88年
度）」によって，船員の大量解雇が推進されており，学会では混乗についての議論
がさかんに闘わされていたのであるが，他方では，船舶管理会社が表面に浮上する
地盤が固まりつつあった，といえよう。
10)萩原正彦氏よりの書簡ならびに口頭での教示による。ただし，記述の責任は筆者
にある。
11)私は，こうした考えを末熟ではあるが「第3の市場」と表現して萩原氏に伝えた。
そのことが，同氏の論文〔12〕（上） 78ページ，注7に紹介された。 この私の考え
方については，後に第4項でやや詳しく補足したい。
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こられたが，関連して船舶管理会社についても早くから研究に着手され，と
くに論文 (20)においてその成果を体系的に展開された。そこでは，いわゆ
る第2船籍の出現ひいては「オフショア海運」の発達に伴って，先進国にお
ける従来の海運経営のあり方がいかに変化し，そしてその中で，とりわけ船
員配乗（マンニング）の国際化をめぐって，船舶管理会社が登場してきた必
然性が詳しく説明され，さらに，船舶管理会社の経済的役割およびこれを取
り巻く経済的諸問題に言及され，およそ船舶管理会社についての代表的・基
本的論文たるにふさわしい構成を整えている。
この山岸氏の論文に対して，いち早く（打てば響くがごとく）呼応された
のが，小川武氏の論文 (3)である。小川氏の論文は，船舶管理会社につい
ての十分な事実認識と確固たる経営理念に裏打ちされており，山岸論文に対
応した堂々たる展開をもつ代表的文献といい得る。当然のことながら，業界
の規模・実状等については，両者共通した部分も多い。出現の背景・要因と
いった点についても，それほど大きい違いはない。この論文で，とりわけ山
岸論文を対象として問題とされた点は，次の 2点である。
すなわち，その第1点は，山岸氏が「船舶管理会社の性格」を明らかにす
るために用いられた，管理と運航の概念が必ずしも明確でないことであり，
第2点は，船舶管理会社の出現によって， 「海連経営における所有（船主）
と経営（実質的には船舶管理会社）の分離」12)が明確になりつつある， との
認識を示されたことである。この後の点は，船舶管理会社の機能を社会的に
どう捉えるか，ひいてはそれに対する評価と展望につながる問題なので，次
節で改めて取り上げることとし，ここでは，上の第1点についてのみ卑見を
述べておきたい13)。
12)山岸〔20〕（上） 10ページ。もっとも同（下） 60ペー ジには，「船舶の所有と経
営の分離」とある。こちらの方がまだしも理解されやすかったのではなかろうか。
ただ船舶を所有するというだけでは． リース業にならざるを得ないから，海運の経
営とはいいがたいからである。いずれにせよ．この問題については後述する。
13)厳密にいうと．小川氏の批判は，第2の点に集約される。しかし，同氏が「本来
の船主業〔海運業〕の経営活動」を分析して，その基本的3分野 船舶の所有と
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問題は，山岸氏が FairplayShip Manegers (30)巻頭言にある機能説
明をそのまま引用して，あたかもみずからそれを肯定しているかのような記
述をされたことにある。なぜなら，そこでは船舶の運航 (shipoperation) 
の中に manning,victualling, on-board maintenance and repair, re-
sponsibility for safety and lifesaving systemなど，明らかに管理(ship
management)に属する項目が含まれており，他方， marketingof trans-
portation services, market researchのような運航に属する項目が（文章
上，つながり方が不明確ではあるが）管理に属するものとされているからで
ある14)。
Fairplay誌は，世界的な有名な海運業界誌で，伝統もあり，権威もある
はずなのに，一体これはどうしたことか。わが目を疑わざるを得ない。偉そ
うなことをいうようであるが，文法的な誤りもあり，英国海運もどうかして
いる，と首を傾げたくなる程である。恐らく山岸氏も， Fairplay誌に敬意
を表して，そのまま引用されたのであろうが，これは率直にいって少しまず
かったのではなかろうか。（あえてわが田に水を引けば， 私のいう「艤装」
も，こういうところで役立つのではないかと。）
もっとも，その艤装というのも，あまり適切な用語法でないことは，前に
述べたとおりである。小川論文 (3)では，それに当たるものとして「狭義
の船舶管理」とし，それ以外に船舶管理会社が船主との契約にもとづいて引
き受けることのある，用船，集貨，配船，燃料および積揚手当，運賃の収受
等のいわゆる運航業務，あるいは，定期用船，売船，金融等の業務をも含め
る場合は，これを「広義の船舶管理」として区別しておられる。いうまでも
なく，現実の船舶管理会社が受託している業務の根幹的なものは，そこでい
われている「狭義の船舶管理」（つまり，艤装）である15)0 
管理と運航ー にーついて， とくに自説を展開された背景には， その誘因として，
山岸氏の概念把握に対する不満があったといえる。〔3〕（上） 8-9ペー ジ。
14)この原文は小川〔3〕（上） 21ページに注3として引用されているので参照され
たい。
15)小川「同上」 14-15ペー ジ。
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いささか用語の議論にこだわりすぎたけれども，実際は， このほかに
"technical management" と "commercial・management"といった分
け方もある。これは，ノルウェーのNISの法規にある分類のようである16)。
またノルウェーでは， K/Sの利用に伴って， "technicalmanager"と"com-
mercial manager"の区分を立てている17)。 しかし，一般的には，例え
ば，上記 BIMCOの SHIPMANの場合， Crewingや Insuranceを
Technical managementの外へ出して並ぺて挙げているように18), 要はそ
の場合の用語の内容を確かめてから，利用する必要がある，ということであ
る19)追）。
さて，本筋に戻って，船舶管理会社の問題については，いま 1人重要な論
客として，武城正長氏の研究を見逃すことはできない。本項の見出しにおい
て，武城氏を山岸，小川両氏とを区別したのは，別に大した意味があるわけ
ではない。武城氏の山岸氏に対する批判は，小川氏による上記の第2点に係
わる。この点を含めて，武城氏の所説については，その要点を次節本論の論
点に即して紹介し，卑見を述べることにしたい20)0 
16)小川「同上」 15ページ，注6。織田〔6〕144-145ペー ジ。
17) 山口章一「詳説 "K/S ファンド”ー~ノルウェーにおける新しい船舶金融の実
態一」「海事産業研究所報」 No.285, 1990. 3, 38ペー ジ。
18)萩原〔12〕（上）を参照。
19)いかにもありふれた結論になったが，もちろん，情報不足のもとで困難な研究に
先鞭をつけられた山岸氏の労を多としなければならない。
追）後で分かったことであるが，問題の分類は実は， Fairplay自身のものではなく，
後出 (ill-3)G. K. スレトモのものらしい。 Sletmo〔切〕 pp. 102-3. ただし，
そこでは，彼は shipmanagement (function)とはいわず， managerialtasksと
書いている。つまり，彼としては，海運経営の重点が，今後， 彼のいう "ship
operation" 力~ら "generation of transportation services as part of broad-ba-
sed distribution or logistics systems" に移る一~海運業は情報産業 (informa­
tion industry)化しつつある一ーということをいわんがために，このような分け
方をしたのだと思われる。もちろん，ここで論文の内容に立ち入るわけにはいかな
いが，要するに， Fairplayのラフな論説にみんなが振り回されたといえよう。
20)しいていえば，武城氏の場合は，その方法論において法学が基本になっており，
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4. 私の「第3の市場」論
以上，船舶管理会社ないしは船舶管理業について，わが国の学界における
研究の動向を述べてきた21)。その中で，私自身の関心にも触れたので，ここ
で，私のいう「第3の市場」について若干補足しておきたい。
まず，いえることは，従来多くの人がこの問題を「船舶管理会社」ないし
は「船船舶管理事業」として捉えておられるのに対して， 私の場名は， 「船
舶管理市蘊」として，つまり事業論（ビジネス論）ではなく，市場論（取引
形態論）として取り上げた点に， 1つの特色がある。それは，前述したよう
に，船主と船舶管理会社との間に，少なくとも形の上では対等な取引として
船舶管理サービスが売買されており， その規模が拡大したことに伴って，
SIPMANのような契約の標準書式が生まれていることに注目するからであ
る22¥
第2点として，私の認識するところでは，この船舶管理市場は，従来の船
舶手当市場（第1の市場）および船舶運用市場（第2の市場）に対して，取
引形態から見た性格上，異質な要素があると考えるからである。それは，ど
ういうことであるか。従来のこれらの市場においては，生設産備である船舶
を利用し，その能力を発揮させて収益を得ることが，取引されるサービスの
内容（契約の対象）をなしている。それに対して， 船舶管理市場において
は，船主（船舶艤装者）のなすべき業務の一部を代行し提供するにすぎな
い。前者，すなわち，第1および第2の市場では，取引されるサービスの中
に，船舶の設備能力が含まれるのに対して，この場合，すなわち第3の市場
かつ，きわめて明確な社会理念を有しておられるように思われる点が，同氏の論文
を特徴づけている。
21)なお，以上のほかにも，織田政夫氏の論文〔7〕がある。そこでも，船舶管理会
社の問題が，かなり詳しく取り上げられているが，発表時期もずれるので，ここで
は文献として掲げるにとどめる。 Spruyt⑫8〕も同じ。
22)もちろん，およその市場論がそうであるように，議論の重点は，売り手（供給産
業）の側におかれる。次節本論で取り上げるところもその例外ではない。
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図2 取引形態（契約）とコスト分担および対価
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取引形態
裸用船
定期川船
航海用船 (FIO)
航海用船（ゲ立）
個品述送契約
運航委託契約
船舶管理契約(A)
船舶管理契約(B)
対価
誓旦
? ?
＂ 
定期船運賃 I ~ 管理手数料 年（月）・隻? ???
（備考） l.f,m,nは，夫々間接船費，直接船費および運航費。
2. 璽璽は，サービスの売り手の側の負担コストを示す。
3.~ は，当該コスト中の店費相当部分を示す。
4. 船舶管理契約(B)は，不定期船(FIO)の運航管理を含む場合。
においては，それはまったく含まれない。ただ，人的サービス（ただし，そ
のために必要な店費項目を含む）が取引されるだけである。
このような，人的サービスの委託契約は，海運においてそれに該当するも
のとして，これまでにも「運航委託契約」が存在している。しかし，この運
航委託契約は，ほとんどの場合，系列関係にある船社相互間で交わされ（第
3社の船が対象とされることは，きわめて少なく），したがって，市場として
広く注目されることはなかったといってよい。この点，後述する「日本型」
船舶管理会社の経営形態においても，なお通ずるものがあろう。その意味で
は，契約の性質上，第3の市場が今回はじめて出現したわけではない。しか
し，現実には，船舶管理契約において，はじめて「市場」と呼び得るほどの
規模の取引が，社会的に公けになり注目されるに至った，といえるのではな
かろうか。
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そこで，以上のような契約（市場）としての特色を再確認するために，こ
れを海運サービスの生産に伴う費用の分担という側面から，他の諸契約（市
場）と比較すると，どういうことになるであろうか。これを示したのが，図
2である。この図を見れば，船舶管理市場について，私のいう異質性， した
がって「第3の市場」と呼ぶ理由も， おのずから明らかになるにちがいな
い。（例えば，船舶の所有に伴う経費， すなわち間接船費は，第3の市場で
はまったく関係がない。）
皿 船舶管理業に関する諸論― 4 つの論点とその整理—
前節はなお序論であって，この問題に対するわが国の研究動向を通じて，
およそ船舶管理業ないしは同市場についての概念を明らかにしようとした。
本節においては，この船舶管理業に関して，上記の人びとによって提起され
た主要な議論について，私なりに理解するところを述べることにしたい。こ
こで取り上げた 4つの論点以外にも，例えば業界（個々の企業および市場全
体）の規模， したがって，この産業の市場構造や，現在この業界の抱えてい
る問題点ないしは課題，といった問題もあるけれども，そうした点について
は，論者の間でさほどの対立や意見の相違といったものは見られない。すべ
ては，前節で紹介した諸論文に尽くされているので，参照されたい。
1. 事業の概念：その機能をどう捉えるか
この点については，前述のように，山岸論文〔20)に対する小川氏〔3〕
の批判がある。繰り返していえば，山岸氏は，この事業の独立によって「海
運経営における所有と経営の分離」が明確になりつつある，といわれた。小
川氏の批判は， 第1に， このような表現は， 一般に現代企業（株式会社形
態）の特徴としていわれる， 「所有と経営の分離」 という表現とまぎらわし
く，適当ではない， という点にある。 この点は城武氏〔16), においても同
様に指摘されている。たしかに，ひっかかりやすい表現ではある。
ただ，前に一言したように-そして，およその論者が了解しているよう
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． 
に一~山岸氏がいわんとされているのは，船舶の所有とそれ以外の海運業の
機能，つまり管理・運航が，これまでは同一の企業主体のもとで営まれてい
たのが，船舶管理業の出現によって，事業として分離するようになった．と
いうことである。その意味では．それは一般に現代的企業経営についていわ
れる「所有と経営の分離」と矛盾するものではなく，むしろ次元（側面）を
異にした把握の仕方にすぎない。すなわち，この理解を示せぱ図 3 (A)の
とおりである。
図3 海運経営における船舶の所有と経営（管理・運航）の分離形態
(A)裸用船による場合
: i 
（船舶）
(B)管理委託による場合
管理 1運航
□ 
しかし，このような解釈では，そこに示したように，従来から行われてい
た裸用船のケースになってしまう。他の産業でも，今日では機械のリースが
さかんであるから，例えば，航空会社がリース会社から機材を借り受けて乗
員を配置し，航空機を運航する場合は，これと同様の関係になるであろう。．
まさしく，武城氏が「〔山岸氏のいわれる意味での）所有と経営の分離は，
裸用船契約についていえることである」23)といわれるのは， ここのことであ
23)武城〔1釘 146ペー ジ。
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る。
そこで小川氏の批判される第2の点が浮かび上がってくる。船舶管理契約
の場合，こうした意味での「分離」が果たしてどこまで実質的であるか，で
ある。小川氏によれば，... 
「本来の船主が自分の子会社として分離独立させた船舶管理会社に管理をまかす場
合は， 形式上別会社であるが， その会社を完全支配しているから実質的には自社で
管理しているのと変らない。ただその方が経済的その他のメリットがあるから別に
しているというだけのことであって，実質的な分離ではない。」
「〔また〕鉱蒔函が全は一時的に船舶を所有するだけであって，管理， 運航をすべて
管理業者はまかすから， 船舶の所有と管理， 運航が分離した形をとるにはちがいな
い。 しかしこの場合でも，船舶管理会社に管理手数料を支払って代行してもらって
いるだけであって， その間のすべての経済的費用負担も， また運賃， 用船料の収入
も船主の勘定である。 こまかい事は別として収支採算の要点はすべて船主の承認を
得るというような契約内容となれば〔それが実状であるから〕， 実質上経営の分離と
もいい難い。」24)
ここで指摘されている「本来の船主」と「臨時的船主」との違いは，船舶
管理業の出現の背景ひいてはこの事業の現代海運における意義・評価の問題
につながる。その意味で重要ではあるが，いま後回しにして，ここで大切な
ことは，船舶管理契約ないし同市場においては，委任された管理業務の必要
経費は船主が負担しており，予算枠をはじめ重要な決定権を船主が握ってい
る。管理会社はその業務を，自己の名において，船主に代わって執行してい
るにすぎない。したがって，この場合の分離は，契約の性質上—本来の裸
用船とちがって一一実質的な分離とはいえない，という点にある。
たしかに，そのとおりであろう。それでは，これを仮に図示するには，ど
うすればよいか。図 3 (B)は，その試みを示している25)。これは．見られ
るとおり (A)を上方から見下ろしたもので，船舶の所有者が，管理・運航
の基本部分を保持したままで，契約相手方にそのノウハウを生かした執行を
24)小川〔3〕（下） 29-30ベージ。ただし，傍点は引用者。
25)前記学会報告では，この点不十分であった。ここでの訂正を了とされたい。
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委任している形を現わしている26)。先の図 2と照合して頂きたい。
この問題について，武城氏は，また別の説明を与えておられる。同氏によ
れば，
「要するに〔この船舶管理契約は〕，〔従来，いわゆるマンニングカンパニー化した〕.... 
オーナーが行ってきた業務を所有者に代わって遂行するわけで， 裸用船を定期用船. . . . . , 
に変えるものである。所有船主（非海運業者）は〔本来の〕オーナーに変身し，海
運市場に参入することになるから厄介である。……〔これによって〕むしろ「所有
と経営の一体化」に時代的意義があるといわなくてはならない。」27)
ここで武城氏がいわれている変化とは， 前掲の図 1において， 榎本氏が
B~C間の契約に注記しておられることを指すものと思われる。つまり，船
舶管理契約を利用することによって，船主Bは，従来のようにCに裸用船に
出すのではなく， Cの管理する船舶を（みずから）定期用船に出す（出せ
る）ようになった。その点が，業者間の取引形態の上で生じた変化であり，
そこにこそ，船舶管理契約運用の本質的意義がある，といわれるのである。
船舶管理契約の一般的な形態としては．繰り返して述べたように，船主B
は，本船の管理のみでなく，用船や運航をもCに委任することがあり得る。
武城氏としては，その場合でも，小川氏のいわれるような意味で，実質的な
支配権はBが握っているのであるから． したがって.Bが実質上の（本来的
な）オーナーになる， といわれるのかもしれない。（しかし， そういうこと
をいえば．系列内船社間での裸用船は．果たしてどこまで実質的な「分離」
といえるか疑わしい。）ともかく， 上記のような定言だけでは， やや説明不
足の感を免れないのではなかろうか。
2. 経営の形態
船舶管理会社の業態について，上記の人びとを含めて，一般に発表されて
26)現実に行われている管理契約では，委任の範囲は，前述のように，狭義の管理の
一部分からその全部（小川氏のいわれる「フル〔テクニカル〕マネジメント」）あ
るいは，さらに広義の船舶管理（コマーシャル・マネージメントを含む）にまで及
ぶ多様なものであるが，ここでは簡略化している。その点，図2においても同様。
27)武城〔1釘 146ページ。傍点は原著者。このあとに，上記注23の文章がつづく。
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いるところによると， 船舶管理会社の経営形態には， ごく大ざっぱにいっ
て，「西欧型」と「日本型」の 2つのタイプがある，といってよいであろう。
すなわち，西欧型においては，①資本的に独立性がつよく，②規模の大き
い会社があり，したがって，⑧系列外の第3者の船舶の管理をも引き受け，
④狭義の管理のみでなく，広義の管理をも引き受ける。それに対して，日本
型においては，①資本的に系列子会社であり，実質的にはいわゆる "in-ho-
use management company といってよい。②概して規模が小さく，③管
理対象は，ほとんど親会社の所有船—とくに，その FOC 船ー~に限られ
ており，④管理の内容も，狭義の管理業務に限られている，ょうである。
もっとも，この点については，前述紹介したように，日本の管理会社の中
にも，小規模ではあるが独立しており，第3者の船舶を対象に，広義の管理
を行っている会社もあるようである。萩原正彦氏が，私の未熟な「第 3の市
場」論を引き合いに出されたのも，その真意は，そうした管理会社の企業と
しての独立性と，販売されているサービスのもっ，海運経営の中枢的機能と
しての重要性を強調される点にあった，と思われる。
そこで，もう一度，前項の「分離」論を想起したい。すなわち，船舶管理
会社の形態が，ここでいう西欧型（あるいは一部日本の管理会社）のようで
あるとすれば，その場合は，海運経営における船舶の所有と経営の分離は，
かなりの程度実質的な意味をもつのではないか，ということである。委任さ
れている管理サービスの内容が，いわゆる狭義の管理にとどまらず，用船，
運航（配船），売船（手続）等のコマーシャル・マネージメントに及ぶ場合
は（もちろん，商業的な運航に際しても， 技術的な助言が必要である）， そ
れは，海迎経営の中枢的ノウハウに属し，人間にたとえれば頭脳の役割を含． 
むものである。用語は面倒であるが，（業務としての）広義の船舶管理の（単． 
なる執行ではない）管理を含んでいる，といってもよいであろう。もし，そ
のように考えられるとすれば，その場合，前記「所有と経営の分離」もかな
り実質的な意味をもち， 私の市場論もまたしかりといえるのではなかろう
か。
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実際，先にも触れたが，運航委託契約の場合には，運航こそ海運サービス
の生産と即販売に当たるがゆえに，船舶管理契約とは逆に，委託を受ける側
に取引ないしは市場の主導権があった，と思われる。ただそれが，系列企業
間に限られており，数も少なかったために，とくに市場として表面化するこ
とがなかったのである。とはいうものの， くり返して述べるように，私とし
ては正直いって，そうした業界の実状にはうといので，ここでは，以上のよ
うな大ざっぱな推論を呈示するにとどめなければならない28)0 
そこで，船舶管理会社の経営形態について，いま 1つの問題は，どうして
このような違いが生じたのか．である。この点については，その前に，そも
そもこのような業種が， いわば「産業の中の産業」 (industries within a 
industry)29>として一ー形式的にしろ，実質的にしろーー独立するようにな
ったのか，その背景の要因を探ることによって，ある程度その目的が果たせ
るのではなかろうか。この方は，より国際的・一般的な性格のものであり，
その上に，各地域（国）や各企業の歴史的・個別的な事情が加わって，上記
のような相違が生まれるに至った，と考えられるからである。次に，それを
取り上げることにしよう。（かくして，第2の論点は， さかのぼって第1の
論点に結び付くとともに，以下，第3および第4の論点へとつながるのであ
る。）
3. 出現の背景
この問題については，人びとの間にほとんど違いはないといってよい。そ
の意味では，論点としての意義が乏しいかもしれないが， しかし，どの要因
を重視するかについては，やはり人びとの間に相違があり，そしてそのこと
28)私が，学会の部会で最初にこの問題の報告をしたとき，ある人からアドバイスを
受けた。それは，この種実業界の問題は， 〔本来明確な概念規定にもとづいて分析
をすすめるべき〕学問研究にはなじまない 〔テー マとしてふさわしくない〕，とい
うことであった。実際，前項の実質的分離論のケースといい，この場合の経営形態
論といい，私としても思い知らされるところがあったといわざるを得ない。
29) FairPl勾〔3〇〕 p. 1. 
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が，次に取り上げる当該市場の評価・展望にも反映しているといえる。
そこで，人びとの見解を私なりに整理してみると，まず第 1に挙げるぺき
は，ごく長期的に見た場合の，海運産業勢力の地域的移転の趨勢といった要
因である。いいかえると，海運勢力の先進国から途上国への移転に伴って，
前者に残された資本（所有）とマーケティング（運航）のノウハウと，後者
のもつ労働力（管理業務の中心的対象）， つまり海運の生産要素をグローバ
ルに組織化するという，時代的役割をもって出現したのが，船舶管理業であ
るとする見解である。
このような見解を打ち出しているのは，カナダのG.K. スレトモ教授であ
る。彼は，船舶管理会社の現代的意義を高く評価し，その発展を保証し，ひ
いては現代海運業における「所有と経営の分離」を肯定する論者として，小
川氏〔3)が紹介されているとおりである。彼のそうした考え方は，早くも
1986年のバンクーバー（国際交通）博における第4回世界交通研究会議で発
表され，それが前記 Fairplay(30) に引用されているのであるが， さらに
それを根拠づける理論を展開したのが，論文 (26)である。
表題のように， そこでは， R.ヴァーノンのプロダクト・サイクル論が海
運に応用されている30)。この理論は，例えば，シリコン・ヴァレーの電気産
業（海運でいえば，コンテナ輸送）のような技術革新に伴う新しい商品（プ
ロダクト）が，やがて成熟し，標準化されるにしたがって，単純にコスト要
因にもとづく経済性の追求が重要になり，労賃のやすい途上国に生産が移転
されることを説明している。スレトモによると，海運のように，モビリティ
の高い産業では，この移転はとくに急速に進むという。適切な指摘というペ
きである。
彼は，このようなプロダクト・サイクル論を，人類の歴史とともに古いと
30)ヴァーノンのプロダクト・サイクル論は，よく知られていると思うが，手近かな
ころでは宮下国生氏の下記の論文 (11-15ペー ジ）に， かなり詳しく紹介されて
いる。 ただし，スレトモ自身は， ヴァーノンの最初の論文 (3段階説）を引いて
いる。宮下国生「国際物流の多元的構造」『海運経済研究」第23号， 1989.9。
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いえる海運業の発展に当てはめ，第1期〔革新）の時代は，世界的にはいま
だ各地に海運勢力が分散していた時代，第2期〔成熟）は， 17世紀オランダ
の時代から第1次大戦後に至るイギリスの時代と見る。そして，第3期〔標
準化）の時代は，すなわち第2次大戦後，発展途上国に海運の技術的ノウハ
ウが移転され，船員労働力を途上国に依存するようになった。 FOCの利用
（私のいう船籍の輸入）によるフラッギング・アウトは，こうした第3期の
特徴的な現象である。と同時に，それは，今日の船舶管理会社の生成する社
会的，経済的，地域的背景であったといえる。
スレトモの論文では，こうした傾向を立証する上で，通常の途上国とFOC
国とを同列に扱って船腹量の推移を示しており，若干疑問に思われる点もな
いではない。また，多分に政治・文化的要素も多い海運の長い歴史を，技術
中心のプロダクト・サイクル論で説明するのも，どうかとは思う。しかし，
そのいわんとするところは，大筋において首肯されるにちがいない31)。要す
るに，この見解は，船舶管理市場出現の背景に，長期趨勢的な世界経済の流
れを認めるのである32)。
同じ問題の背景に， より近年の要因を認めょうとする見解もある。例え
ば，前記の BIMCOBulletin, 1988. 8は．これを，次のように説明してい
る。
「過去10年にわたる海運市況の停滞は，船舶所有者がコストをいっそう引き下げるべ
31)スレトモは，さらに進んで海運の「第4波」 (afourth wave)を示唆している。
今後，船舶管理会社が従来の船主業の主要な機能を吸収して，海運の新しい中心勢
力になるのではないか。なぜなら， 現代の経済社会では，独占よりも効率，技術
よりも組織が重要になりつつあるからである，という。この点は，評価・展望に属
するが， いささか過大評価にすぎるのではなかろうか。なお，前記追注および
Spruyt 〔28〕叩.6-7, 198-200を参照。
32)ヴァーノンのプロダクト・サイクル論は，かの赤松要博士の「産業発展の雁行形
態論」の現代版といわれる。今日，国際輸送における途上国の発展ぶりを見て，戦
前の日本海運業の躍進を想起することは，とくにわれわれ年輩の者にとって感慨を
誘う半面，こうした一連の経済理論に合する思考といえよう。徐丙機氏の秀れた
論文「新国際海運秩序をおもう」（『海運」 1981.12)が再び想起されるのである。
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きだというつよい要請を促進した。疑いもなく，こうしたコスト切り下げの要請は，
船舶のオフショア登録制度の成育および発展と結び付いている。 というのは，後者
は，船舶管理会社にとって魅力のある活動舞台を創出するとともに，船舶管理業務を
して急速に発展する，しかも効率のよい事業たらしめたのである。」33)
この簡潔で要領のよい説明の中に，分けるとさらに 2つの要因が指摘され
ている。その第1は，船籍に関する制度的要因であり，その第2は，海運不
況という経済的要因である。前者の場合，そのいうところのオフショア登録
制度（または第2船籍）なるものは， 1986年の船籍条約を契機として，西欧
の先進海運国間に発生したものであるが，この条約の成立に至る戦後約30年
の流れを顧みるならば，この条約は，上記第1の長期経済的要因の制度的帰
結であり，同時に，それが新しい企業群（産業）生成の背景をなしている，
といえる34)。
いずれにせよ，この条約によって，従来の船籍要件における規制（すなわ
ち， "genuine link") が緩和され， FOCは制度的に公認され， 私のいう
「船籍の商品化」が促進された。武城氏の表現によれば， 「海上労働力の世
界化」が実現されたのである35)。その上に立って，とりわけ第2船籍あるい
は日本の新しい（新々）マルシップにとって，とくに重要な課題は，低賃金
の途上国船員を配乗することによって，コストの低減をはかる一方で，伝統
的な船籍にふさわしい技術水準を維持することであった。
当然，各種船籍の要求するところにしたがって，適性のある労働力の確保
は，まず第 1の課題であり， さらに乗組員に対する技術・労務管理， Plを
含む保険管理のあり方が問題となり，保船管理や船用品の調達についても，
33) BIMCO 〔匈， p.1., 萩原〔12〕（上） 78ページ。訳文は少し手を入れさせて頂
いた。
34)この見地は，本稿のはじめにも述べたところであって，拙稿〔9〕を参照された
い。
35)これは通常，海上労働力の国際化といわれる（私も「ヒトの国際化」と述べた）。
しかし，オフショア海運においては，外国人船員は，船籍国の社会とは違った特別． 
条件で雇用される。そこで武城氏はこれをとくに「海上労働力の世界化」と呼ばる
れのである。武城〔17〕（上） 39-40ペー ジ。（傍点は引用者）
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これまで以上に国際的な視野と専門的なテクニック，ノウハウが必要とされ
るようになった。このようにして，近年における船籍制度の変更は，独立し
た事業経営として，船舶管理会社の生成に格好の基盤を提供することになっ
た，のである。
管理会社生成の第3の要因は，すでに明らかなように，近年における長期
の海運不況である。これについては，需要と供給の両面について，その影響
を見る必要がある。まず．需要の側についていえば，先に小川氏によって区
別されたように， (1)臨時的船主と (2)本来の船主とを区別しなければならな
い。
第1の臨時的船主は，不況によって倒産した船社の船舶や資金繰りのため
に売却された船舶を，銀行，商社， 造船所等の債権者が引き取って， 「心な
らずもなった」船主ということができる。こうした臨時的船主は，海運経営
については経験もなく， ノウハウをもたない， いわば「無機能船主」であ
る。かつて，船舶共有制度の下で，単なる出資者としての無機能船主の存在
することが， 他方で， 船舶の管理と運航について強大な力をもつ ship's
husbandを発達させたのと同じように， 今回の臨時的船主の発生は， 当然
のように船舶管理会社の生成を伴うことになった，のである。
第2の本来の船主については， どうか。長期の海運不況は競争を激化さ
せ，採算向上 (C/B引き上げ） の余地を失わせるとともに， コストの引き
下げ (H/Bの切り下げ）に重点がおかれるようになった。その場合の焦点
は， スターミーのいわゆる "nationalcost" -—今日では， むしろ "flag
cost''ー 一の代表ともいうぺき船員費に向けられる。かくして， 大量のフラ
ッギング・アウトが生じ，ついで対抗的措置として第2船籍の利用が始まっ
た。いずれにせよ， これらの動きが， 船舶管理会社の発達を促進したこと
は，すでに述べたとおりである。
このように，類別した 2つの船主群は，船舶管理業者の存在を必要とする
点では共通しているが， しかし，その必要性の内容についてみると，かなり
の相違があるといわねばならない。すなわち，前者（臨時的船主）の場合に
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は，機能そのものとして，絶対不可欠としてこれを必要とするのに対して．
後者（本来の船主）の場合には， 従来自社内の組織 (in-housemanage-
ment department)で行なってきた業務を社外に独立させ，これを独立の管
理会社と競争させるのであって，その必要性は．よりいっそうの合理化，効
率性ないしは責任の明確化を追求するにある。その意味で，後者における必
要性は，経営戦略上の相対的なものであり，前者に比べればなお余裕がある
と見られるのである。いわんや，臨時的船主は，存続そのものが一時的であ
るのに対して，本来の船主は，海運業を本命の事業として，当然今後も生き
残ることを目指すであろう。こうした両者の異質性は，きわめて重要だと思
われる。
他方，供給の側の事情については，これまた明らかである。なぜなら，長
期不況の結果，会社が倒産し，船舶は売却され，さらに実質上の所有者は変
わらないまでも，フラッギング・アウトによって，多数の船員と相当数の陸
上管理職員が失業した。こうした先進国の失業者は，船舶管理業の求める労
働力の給源に加わった。従来から， FOCへの乗船を通じて経験を積んだ途
上国船員や，これら船員の配乗をあっせんしたマンニング会社の存在は．ぃ
まさらいうまでもない36)0 
このようにして，近年の海運不況は，船舶管理会社生成•発達の背景にあ
る第3の要因として，これを挙げることができる。 BIMCOのいうように．
10年という期間は．通常の景気変動からいうと長いけれども， しかし．全体
としていえば，比較的短期的要因であるといえる。その点で，前記第 1およ
び第2の要因が．それぞれ経済的および制度的に見た長期の要因であること
に対応するものといえよう。
問題は，以上に挙げた要因のうち．長期と短期，あるいは臨時的船主の立
36)ただ，この場合にも指摘しうることは，とくに船員労働力について，先進国のそ
れは早晩枯渇することが間違いないのに対して，途上国（あるいは，今後，中国や
ソ連•東欧諸国を含めて）の船員については，そうした先細りの懸念は少ない，と
いうことである。
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場と本来の船主のそれを．それぞれどの程度に重視するか，何がもっとも重
要な要因であると見るか，である。それによって，この新しい産業ないしは
市場の将来展望は大きく違ってくるであろう。と同時に，その将来展望の背
後にはおよそこうした事業に対する人びとの評価判断がひそんでいる，と考
えねばならない。果たして人びとは，船舶管理会社の現代海運における意義
をどのように評価し，その将来をどのように展望しているのであろうか。こ
れが，本研究ノートの結びであり，もっとも重要な論点となるのである37)。
4. 現代海運における意義：評価と展望
(1) この現象は，海運業内部の「構造的」な変化か，それとも「一過性」
の現象か。
まず，展望論を取り上げる。前項までの議論を通して，船舶管理業の出現
を海運業内部に出じている構造的な変化であり， したがって，今後少なくと
も相当の期間にわたって存続•発展し，市場を形成するであろう，と見る立
場がある。概していえば，スレトモをはじめとして，萩原，山岸両氏の立場
はそれであり，私自身も，形式論としては全面的に，実質論としても部分的
に（ケースに応じて）これを支持する。これに対して小川氏は大いに懐疑的
であり， 少なくとも臨時的船主の需要は一過性である点を強調される。他
方，武城氏の場合は，こうした現象の制度的背景を考慮しつつも， しかし，
それは本来あるべからざる姿であり，したがって，この業界の発展は望まし
くない，とされているように思われる。
卑見によれば，前項の背景論において，長期的要因を重視すれば，おのず
からこれを構造的現象と見るに傾き，逆に上の短期的要因を重視すれば，案
外一時的な現象と見られるかも知れない。とくに小川氏の場合には，本来の
船主における経営者理念からして，安易に船舶管理会社に依存すべきではな
37)いわゆる「日本型」と「西欧型」についての類型論的な発達の定式化は，魅力あ
る課題であるが， 今は果たし得ない。 小川〔3〕（上） 15-22ペー ジを参照。 I.
Denho血〔25〕も英国型個人船主のビヘビアー を語って興味がある。
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いとの立場が窺われ38), そのことの反映として，上記のような一過性の側面
が強調されている （その意味で， 武城氏の見解と一致する点がある）よう
に，私には思われる。
(2) 日本の船舶管理会社は，欧州に比べて「未発達」か。後追いして成長
するのか。
これは，上記第2の論点に係わる展望論である。すなわち，わが国の船舶
管理会社は，西欧の代表的管理会社に比べて，経営形態上，前記のような特
徴を有しているのであるが，これはそれが未発達なためである。今後は，規
模を拡大して，第 3者の船舶の管理をも引き受け，また狭義の管理のみでな
く，広義の管理を引き受けるようになるであろう（したがって，あるいは資
本的にも，親会社から独立する傾向がつよまるであろう）とする見方がある
に違いない。こうした考え方は，この事業の出現を構造的と見る考え方に相
通ずる。
小川氏が，このような見方を単純なものとして批判されるのは，当然であ
る。この点について，わが国における「本来の船主」の代表というべき日本
郵船の岩松重裕氏は，次のように語っている。
「欧米における船舶管理業の歴史をみますと，本来はオーナーシップ，オペレーショ
ン，集荷，マンニングなど，すべての機能をもった船社から，オーナーシップがはず
れ，自社マンニングが分離するというような形で，インハウスの船舶管理として分化
し，それがだんだんと外部の船舶管理も引き受けて拡大してきたものです。
ですから，有力船舶管理会社のデンホルム，バーバーなどもグループ内の一部とし
てのオペレーションや集荷部門も残っています。
この点， NYKシップマネジメントはどうかというと，インハウスの船舶管理とし
てスタートした点は欧州系と同じともいえますが，時期的には大きいへだたりもあ
り，また，混乗というような制度もあって，欧州に比べれば分離の段階は遅いようで............... 
す。逆に言うと，まだわが社本体に集貨力があり，ファイナンスの力およびオペレー・・・・・・・・・。．．．．．．．
ション技術もあるので，恵まれた環境にあるともいえます。」39)
つまり，ここでいわれていることは，一面では上記のような方向で，西欧
38)小川〔3〕のほか，〔4〕〔5〕等を参照。
39) 『海運』〔認〕 10-11ページ。傍点は引用者。
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型の後追いも必要ではあるが，しかし，必ずしもすぺてがそうなるというの
ではなく，本来の船社のあり方として，従来の一貫したシステムをつづけな
がら，なお工夫によって効率を向上させる余地がある，という風に読める。
この点が，おそらく小川氏〔4〕が岩松氏の談話を評価される所以でもあろ
ぅ40)0 
いずれにせよ，以上のような今後に対する見解の相違は，先にも述べたよ
うに，この事業に対する，単純にいえば是非ー一肯定的か否定的か—―ーの判
断から引き出されている面があると思われる。そうした価値判断の背後に
は，究極のところ，人びと個々人の人生銀や社会観がひそんでいるのである
が，いま，そこまでは降りないで，中間的に海運問題に係わる若干の評価の
ボイント立て，それについてあり得べき考え方の相違を考察したいと思う。
(3) 船舶管理事業に対する評価
a. FOCや第2船籍をどう見るか。
すでに述べたように，船舶管理会社の出現は，世界的な船籍制度の変革か
ら派生したものである。第2船籍は， FOCの拡大に対する対応策であり，
FOCと同根の流れに綽をさす制度にほかならない。その流れとは，結局，
経済の国際化・世界化の流れであって，海運についていえば，先のスレトモ
の見解にもあるように，途上国の船員労働力が先進国の資本と運航（集荷と
配船）のノウハウに結びつけられる一ー海運における生産の国際化ー一趨勢
である。
これに対して，伝統的な船籍の制度は，海運業の成立をあくまで国内資源
と結び付けた発想に立っており，もし上記の流れが不可避的なものであるな
40)前記のように， 日本の船舶管理会社は，実質上 "in-house"management com• 
panyといわれるが，従来のオーナーも，今日では広い意味でこの範疇に属するの
ではないかと思われる。その場合，そうした経営形態の評価は．一般的には日本的
系列の評価に従うであろう。しかし，この問題は，広く「組織対市場」の難問であ
って，ここでは立ち入らない。ただ， "in-house"であろうとなかろうと，これら
事業のもつ ship'shusbandry としての重要性は， あたかも製造業における下請
中小企業の役割と同様に，けっして軽視されてはならない。
62(62) 第 36巻第 1 号
らば，早晩改革を余儀なくされるはずのものであった，といえる。少なくと
も私などはこのように考えるのであるが， しかし，船籍ひいては一国海運業
形成のあり方について， こうした国際化の流れを拒否し， 極端にいえば，
FOCを「あらゆる意味で不正な船腹と断罪」する立場の人びともある。しそ
のような考え方に立てば，新しい船籍制度に立脚する船舶管理会社は，これ
また断固として否定されるべき存在にほかならないであろう。
しかし，思うに，このような立場をとる人びとといえども，事実として，
現代文明のもたらす経済の国境形骸化（ボーダーレス化）傾向を否定するこ
はできないであろう。問題はむしろ， FOCや第2船籍が運用される上での
とくに船員の立場についての価値判断が，こうした船籍制度ひいてはそれに
伴う混乗についての見解を左右している，といえるのではなかろうか。
b. 船員として会社雇用と期間雇用とどちらがよいか。
船舶管理会社の取り扱う業務の中で，•もっとも根幹をなすものはマンニン
グである。この場合のマンニングは，武城氏のいわゆる「海上労働力の世界
化」を背景に，雇用形態としては期間雇用にもとづいて行われる。
この点について，例えば萩原正彦氏は1988年の海運経済学会において，そ
もそも船員の雇用形態としては戦前のような期間雇用が望ましいとされた。
戦後，これが今日のような会社雇用制度に切りかわったのは，戦争中に発足
した船舶運営会がその発端をなしており， 1950年の民営還元後も船舶運営会
の雇用制度を引きついだことが，そもそも失敗であった，といわれる41)0 
このような考え方—船員の期間雇用ひいては海運企業における海陸二分
人事の容認—は，必ずしも萩原氏に特異なものではなく，海運業界には少
なからずこれに同調する人があるかも知れない。しかし，率直にいって，私
などの個人的体験からしても，船舶運営会の採用した陸上並みの一ーそれ以
上では決してない。今次の「緊雇対」による大量解雇はその例証である一―_
終身雇用制度は，同時期における労働政策として，また戦後における海運再
41)萩原〔1〕を参照。〔10〕（下） 65-67ペー ジも同趣旨。
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建政策としても，正当なものであったと思われる。それによって，伝統的な
海上労働力が温存され，その後の発展の原動力となった，からである4Z)。
世間並みの終身雇用．（会社雇用）制の下においてこそ，船員一のみでな
く，陸上従業員も同様ーは，いろいろな仕事を覚え，キャリアを積んで，
やがてその中から有能な管理職が生まれることになる。いわゆる「職場内訓
練」（オンザジョプ・トレーニング）である。それなのに， 船員は，特殊で
あって，あたかも製造業における各種部品のように，既製品としていつでも
企業の外部から調達が可能であるように考えるのは， 間違っている。．船員
も，陸上労働者と同様に，社内で人間関係を保ちながら，教育し養成される
べき資源であることを忘れてはならない。分かり切ったことではあるが，こ
れが年来の私の主張である43)。極端にいえば，そういう形でもって船員が雇．．． 
用できない以上は，海運業は日本の産業としては一一少なくとも従来（最近
の国際化以前）の概念では一一失格であるといわれても仕方がない。
もちろん，従来どおりすべての船員を会社雇用するのでは経営が成り立た
なくなり，すでに企業が国際化しているからこそ，こういう問題が起こって
いるのである。しかし，ここでいうのは，本来かくあるべき姿としての，基
本線の論議である。そこで，それに関連して，同じく萩原正彦氏から提示さ
れている問題点がある。すなわち，およそ海運企業の経営において，そのあ
るぺき組織・機構の形態とは，いかなるものか，がこれである。
c. 船主として，本来の（とくに組織・機構の）あり方をどう見るか。
この論点については，まず基本的には，海運企業における経営者の形態，
簡単にいえば，かの英国の歴史において見られる，エラーマン (JhonEller-
42)個人的な体験を表面に出したのでは，議論にならない，といわれるかも知れない。
たしかにつつしむべきことである。しかし，どんなに冷静・客観的に見られる議論
でも，少しめくると，赤裸々な体験が顔を出すことは決して少なくない。その意味
では，初めから 1つの拠りどころとして，自己の体験を明らかにすることは，むし
ろ読者への親切ではないかと，私には思われる。
43)東海林 (8〕43ペー ジを参照されたい。
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man)タイプ（生産型）か， それともキルザント (OwenCosby Phillips 
Kylsant)タイプ（商業，金融型）かの，経営者の理念（経営姿勢）に係わ
る問題が取り上げられるぺきであろう（見出しは，それを意識している）44)。
しかし，その問題は，大きすぎるので，ここでは船社の，とくに海務・エ務
など，船舶管理業務と関係のふかい船社機構のあり方について，人びとの議
論を参照することにしよう。
まず，武城氏はその論文 (17〕において， 日本型管理会社―これをとく
に「船舶管理業的経営」と呼ぶーーを対象として，それが本社機構から分社
して誕生した事情を，この経営組織問題に係わらせて説明しておられる。武
城氏によれば，その要因は，第1に海運サービスの生産構造（船長を中心と
する職務・権限の配分構造〕が変化し， 船舶運航指揮の重点が陸上に移行
ー「陸上運航化」—したこと， 第2はその上に， FOCの増加によっ
て，技術力の劣る外国人船員に対する指導の必要性が，この傾向に拍車をか
けた，とされる。
問題は，このような情況変化に対応して，船社機構はいかに改変されるべ
きか，である。この点について同氏は，本来スタッフとしての海・エ務がラ
イン化し，全社的に職能組織化してきた。この現状を改めるための 1つの方
法として，海・エ務内に「陸上船長」的スーパーインテンデントを設置する
ことを挙げておられる。しかし，それは，すでに大型化した日本の伝統的船
社では困難であるがゆえに，いま 1つの方法として，船舶管理会社が別に設
立された，というのである。船舶管理会社成立の要因を経営内部組織の面か
ら捉えたものとして首肯される指摘である45)0 
44)私の旧稿「やぶにらみ経営論」「海運」 1961.12をみずから想起する。その組織論
については，今日多少の修正を要するが。海陸人事の一元化についても，拙著『海
運経済論」 1962,71ペー ジで触れている。
45)武城〔17〕（下） 94-96ペー ジ。 ここで示唆されていることは，船舶管理会社の
機構としては，一人万能型のスーパーインテンデント方式がよい，ということであ
る。他方，本体に残る本来の船社における現実的な機構のあり方としては，同上98
-99ページに同氏の見解が示されている。私がここで問題にしているのは，後者の
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他方，萩原正彦氏〔10〕の場合には，戦後におけるわが国の海運企業形態
を批判し，そのための論拠として，同氏が体験された戦前の社外船の経営形
態を推賞される。いいかえると，船員の雇用については，前述のように期間
雇用制度を可とするとともに，本社機構においては，営業（ライン）以外は
できるだけ簡素・スリムにすべきだといわれるのである。当然，そこでは，
「技術監督」や「船員係」といった程度の識員で，海・エ務の仕事がこなさ
れる。簡単にいえば，武城氏のいわれるスーパーインテンデント方式の復活
適入論である。
およそ，経営組織のあり方などは，実際にその衝に当たっている人びとに
よってのみ正当に判断することが可能なものであろう。ただ，いわゆる岡目
八目風にいえば，次のように思われる。すなわち，今日までの技術革新と，
さらに外国人（途上国）船員の導入によって，海・エ務の業務，いいかえる
と，船舶管理業務は複雑化し，専門化している（直接営業部門に入って技術
的な助言を行う職員も， ここで養成されねばならない）。機構が拡大し，ス
タッフが表面的にライン化するのも，ある程度やむを得ないのではないか。
たしかに，日本籍船は少数化しているけれども，これを中核として高等の
技術を温存・培養し，競争力のある海運サービス生産のために，一段と工夫
を重ねることは，本体として残っている船舶管理部門（海・エ務）の重大な
責務である。これを単純に，戦前型のスーパーインテンデントに置きかえる
ことは，大きい後退になるのではないか，と私には思われる。
「職場論争は，フラッギング・アウトを促進するだけである」と，西岡稔
氏は戒めておられる46)。要は，これら本社内における船舶管理部門が，船舶
より基本的なあり方である。
46) 「海運』〔磁〕， 15ページ。同氏（現 MOシップマネージメント社長）のいわれ
るように，今日では，船社が「海運業を続ける上で必要とする海上経験者のショア
・ジョブすら賄えない時代が近づきつつある。」これは，私も前記拙稿〔8〕42ペ
ージにおいて，とくに留意を促した点である。社長や部長がすぐに育つのではない
のと同じく，船長やスーパーインテンデントも急に（船を造るようにも）生まれる
ものではない。
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管理市場の成立を刺激材料として，効率的なスタッフとしてのサービス提供
に徹することではなかろうか。そして，そのことが，単に経営としてのあり
方の問題にとどまらず，日本海運業として，政策的見地からそのあり方を考
える場合にも通用する一ーあるいは，期待される一一妥当なあり方ではない
か，と思われるのである。
最後に，改めてくどくいえば，私がなぜこのように，船社本来の組織ない
．しは機構のあり方を問題にしたのか。それは，もしこの点について，往年の
スーパーインテンデント方式によるスリム本位の組織を指向するならば，船
舶管理会社においてこそそれが実現され，したがって，海運経営組織の観点
から，船舶管理会社が高く評価されることになるのではなかろうか，と考え
るからである。この点は，前段において，船員雇用形態の観点から，一般に
期間雇用が可とされる場合には，その上に立つ船舶管理会社も，海運経営の
形態上評価されることになるであろう，と考えるのと同じである。．いささか
考えすぎかも知れないが，結論的にいって，これらの観点にもとづく船舶管
理会社の評価には，私は賛成できないのである47)。
d. 政策論の見地から，これからの日本海運業のあり方をどう見るか。
この点については，すべての人びとが日本海運業のなおいっそうの発展を
希求しているのであり，根底における考え方の違いはない。ただ，議論の仕
方としては，少しずつ違いがある。
まず，山岸氏〔20)の場合には，船舶管理会社の出現と発達がどのょうな
影響を及ぼすかについて考察し，その対象を内外の国民経済，内外の海運産
業内外の船員雇用および広く国際海運全般に分けて検討しておられる。っ
まり， 政策論としてではなく， むしろそのための前段の分析である。 しか
し，そこにおいても，船舶管理会社の発達が，先進国において，短期的にも
長期的にも，船員雇用の縮少と供給意欲の減退につながることが指摘されて
. 47)ここで， はしなくも萩原氏のご意見を取り上げ， しかもそれに背くことになっ
た。同氏には前記のように多大の教示を蒙った。はなはだ苦しく思い，折角のご寛
恕をお願いする次第である。
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いる。他方，とりわけオフショア導入国において，船舶管理会社の発達は，
自国海運の育成・強化に役立つものであり，進んでは「船舶管理会社主導の
下で，自国海運が国際市場で活躍する」であろうと，大いに楽観しておられ
る48)0 
このような山岸氏の，いわば積極的肯定論に対して，対照的なのは武城氏
の，ほとんど全面的ともいえる否定論である。すなわち，武城氏〔15)によ
れば，船舶管理業者の出現と増大は，とくに次のような点で重要な意味を有
する。それは，これによって，①低コストの管理サービスが提供され，した
がって， 過剰船腹がスクラップされることなく存続し， 海運不況を永続さ
せた。③ FOC化・オフショア化がいっそう深化した。⑧非海運業者の保有
船腹が増大し， 反対に本来の海運業者の方は自社船が減少して「徐々に解
体」させられつつある。④日本船社の運航する船腹のうち，短期・浮動的な
非支配船腹が増大した。
このあとの 2点は，とくに政策論の見地からして重大である。なぜなら，
⑥従来，いわゆる経済安保の見地から海運業を評価するに当たっては，オペ
レーター・オーナーの自社船とそれらの仕組み船が（後者は「有効支配船」
として）評価された。しかるに，いまや，そうした日本船および準日本船は
減少し，代わりに丸シップ用船や仕組み以外の外国用船が増えている。かく
して，船舶管理業者の台頭は，「経済安保（海運安保）を内側から崩壊させ
た」，と49)。もちろん， 前項で述べたように， FOCの増大そのものが，日
本人船員の雇用を喪失させ，社会的にもまた政策論としても不当である，と
考えられるであろうことは，いうまでもない。
たしかに重要な指摘であると思われる。ただ，漢然たる不満を述ぺるなら
ば，およそ世の中には，全面的に否定されるべきものが出現することは，ま
ずない。船舶管理会社についても，前項でみたように，それなりに出現の背
景といったものが存在する。そのすべてを悪とすることは，妥当ではないと
48)山岸〔20〕（下） 64-67ペー ジ。
49)武城〔1釘 57ページ以下，とくに59-60ペー ジ。
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思われる。直接，船員の立場について考えてみても，少なくとも現代社会に
おける資本主義とそのグローバル化を認めるかぎり，構造変化に伴う失業・
転業は避けがたい。その上で， なお船員としての就業を求める人にとって
は，船舶管理会社の存在が，次善の措置として肯定的に受け入れられるので
はなかろうか50)0 
ともあれ，今日経済運営の上で，国家ないしは政府の負うべき役割はます
ます大きい反面， 政策当事者としての実行能力は限られている。「民活」を
唱える政府に多くを期待することはできない。自主的な企業努力こそ，政策
自体が要請しているところなのである。その意味において，現に業界にある
萩原氏と小川氏が，いずれも海運企業経営のあり方を問題にしておられるこ
とは，まことに理に適っているといわねばならない。
このうち，萩原氏の構想については，私の受け取り方にして間違いがなけ
れば，残念ながらそれに賛同することはできない。他方，小川氏の場合は，
前述したように「所有と経営の分離」論を批判する中で，本来の船主として
の経営哲学を展開された。小川氏によれば，狭義の船舶管理業務のうち，マ
ンニング以外の項目では，管理会社に委託しても自社で行うのと大してコス
トの差を生じない。反面，結果としての責任や経済リスグは自分が負わねば
ならない。したがって，
「〔狭義の船舶管理業務を〕管理会社にまかせて， 自社の担当者を解雇すればすぐに
も合理化ができるから，今後船主間の競争が一層はげしくなれば，皆管理会社に仕事
をまかせてしまうであろうなどというような簡単なものではない。船主としての経営
50) そもそも，武城氏においては， 17世紀のイギリス—―—国民主義が盛り上がり，船
籍についても，いわゆる「3要件」が確立された一ーに範をとった，大塚久雄氏の
「国民経済」論が基礎になっているようである。同氏〔認〕 92-94ページ。この場
合の国民経済は一ー一方では， 植民地支配の上に立っているのであるが一ーすぐ
れて自立的，自己完結的なものとされる。そして，日本でも戦後70年代の初めまで
は「健全・正常な」国民経済であったが，今日では明らかに「病的症状」を呈して
いる，と。つまり，「一国資本主義」（高瀬鴻氏）の終焉一経済のグローバル化その
ものが，「不健全」とされるのである。分からないではないが，無理があるように
思われる。
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哲学や経営政策があり，目先の僅かな数字だけで動くものではなかろう。
まして運航段階は，海運業における輸送サービスの販売をする最も大切な経営活動
であって，その仕事を手数料を払って管理業者にまかそうなどとは，通常の経営者な
ら考えることではない。もしそれを考えるなら，本来の海運業を放棄するのと実質的
に同じことになる。」51)
このように，小川氏は本来の船主（海運業者）としてのあるべき姿勢を示
されるとともに，ノルウェーの伝統的船主のあいだには，こうした経営哲学
が浸透していることを評価しておられる。また，最近では，従来のように目
先のコストや利益のみで船員を扱っては，決して双方にメリットが残らない
ことを，欧州船主やわが国の大手船主も認識するようになったとして，この
傾向を歓迎しておられる52)。私も同氏の所説に賛意を表し，政策論の立場か
らしても，こうした経営者の哲学と姿勢こそ，今日海運業界に期待されてい
るものではなかろうかと，考えるのである。 • 
もちろん， くり返して述べるように，政策論そのものがここでの主題では
ない。人びとの多少とも政策論的な議論を通して，船舶管理会社に対する評
価をうかがわんとするのである。その意味で，さらに卑見を付け加えたい。
すなわち，この現象は，近年における無機能船主の出現と相並行している。
広くいえば， リースによる船腹拡充の傾向と同じ流れに属するもの，といっ
てよい53)0 
先にもちょっと触れたように，この傾向は海運に限らず，たとえば航空機
51)小川〔3〕（下） 25ページ以下，とくに30ペー ジ。 同氏はまた， 1990年の海運経
済学会での報告「わが国 BulkShipping経営の特質と問題点」においても，経営
者が確固たる哲学をもつことの必要性を強調された。
52)小川〔4〕および〔5〕を参照。
53) 1985年8月13日（日 Jー 機墜落事故の起きた翌日）三光汽船が倒産したが， 1982~
3年に同社が建造したハンディー・バルカー125隻中．実に100隻までが商社・金融
業等によるリース（買い取り契約付き裸用船）であった。ノルウェーにおいては，
1990年6月， NISを含む同国船隊中，実に61形までが K/Sの所有船である。 「外
国海事情報』 No.818, 1990. 9. 15, 18ペー ジ。また．アメリカでも「現在」， Sea-
Landの船隊の約2分の1,APLの場合3分の1以上が， 売却• リースバックの
下で稼動している，という。『船協月報』 1990.8, 44ペー ジ。
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の場合にも顕著である。航空機の場合，いわゆるオペレーティング・リース
なるものは， リース会社が発注した機材は，それを利用するエアラインが特
定されていないのであって，その点で， リース会社の将来利益を見越した発
注であり，したがって，市場撹乱的な不健全な要素があるのではないか，と
の議論がある。もちろん，ユーザーとしてのエアラインの側にも，それなり
に経営上のメリットがあることであり，見方によっては，航空産業の成熟に
伴う必然性のある現象といえるかも知れない54)。
しかし，われわれのように，カネに縁遠い生活をし，またフィジカルなサ
ービス産業（運送業）を研究対象としている者にとっては，先年来のカネ余
り現象や最近のバブルの崩壊といったことが，いかにもマイナスの要素をつ
よくもつものとして，これらリースの拡大傾向をわれわれに印象づけている
のも事実である。前述のように，武城氏が船舶管理会社の出現・台頭は「非
海運業者の参入と海運業者の解体」を意味するもの，とされるのも，やはり
同じような懸念にもとづくのではなかろうか。
この点で，船舶管理業をめぐる最近の傾向は，従来からの「工業運送」と
は，かなり趣きを異にする現象と考えられる。海運政策上，他産業とりわけ
広義金融資本との係わりにおいて，海運業の位置付けを考える場合，船舶管
理会社ないしは同市場の動向は，両者の間のいわば媒体をなすものとして，
今後注目される必要があるであろう。そして，この場合にも，本来の海運業
の側における確かな経営理念の存在が期待されるのである。
W おわりに
以上，私自身の見るところにしたがって， 日本の学界における本問題につ
いての研究の展開を概述し，その議論を整理するのに， (1)事業の概念(2)経営
の形態(3)出現の背景，および(4)評価と展望の 4つの論点を挙げ，そのそれぞ
れについて，人びとの所論を紹介しつつ，併わせて卑見を開陳した。船舶管
54)冨田鋼一郎「航空機ファイナンスの現状と将来」航政研シリーズ No.264, 1990. 
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理市場の出現という新しい現象を，何とか自分なりに理解しようとした結果
であるが，しかし，そのことが同時に，以前からの自分の考え方をくり返し
て主張する形になったようでもある。読まれる人には，多分はなはだ読みづ
らいに違いない。いわんや，ここにその論考を取り上げさせて頂いた方々に
は，あり得べき歪曲に対する陳謝を含めて，衷心より感謝の意を表する次第
である。
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